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下水汚泥をコンクリート固化処理し、その安定無害化の程度絹害物質等の溶出抑制効果から

溶出溶媒の液性をかえて、溶出試験及び1年間の浸漬実験を行った0その結果、下水汚泥をコ

ンクリート靴したものを最終処分した場合、これと紬する水系が酸性のものになるとHgと

cNが溶出し、中性ではCr6＋が、アルカリ性となる条件ではCdとPbが溶け出し易くなるこ

とがわかった。これら成分ほ、下水汚泥からよりも、コンクリート固化物からの方が溶出率が高

くなっており、固化処理によりむしろ溶出し易くなったことを示していた0その他の成分でほコ

ンクリート固化による溶出抑制効果が認められた。

1　はじめに

水質汚濁防止法で規定される特定施設から発生する

排水処理汚泥や指定下水汚泥等のように、有害物質を

含有する産業廃棄物ほ、環境保全上、有害物賢が周辺

環境へ漏出しないように密閉してしまうか又は固化等

により安定無害化処理してから最終処分することが望

有害物質を含む汚泥などの産業廃棄物を安定無害化

処理する場合に必要な条件としてほ、①前処理により

二次公害が生じないこと、②固化処理の際には分離水

を生じないこと、③処理過程で二次公害を起さないこ

と、④処理物からの有害物質の溶出が抑制されている

こと、⑤酎ヒ物が長期間安定で崩壊しないこと等があ

げられる

前額2，3）では、有害廃棄物としてめっき汚泥を選

び、宿敵焼結処理による安定無害化の効果について、

滅容化率、有害物質の処理過程での挙凱前処理及び

処理過程での二次公害発生の有軌原汚泥と処理生成

物の性状及び有害物質等の水への溶出性、実際に埋立

地へ処分された場合を想定した条件による水系への有

害物質等の溶出の程度などについて検討した0

その結果、有害物質が固着されずに溶出する場合や、

排ガス中に含まれて系外に排出され、大気汚染などの

二次公害の原因となることが予想されるものなどがあ

り、未だ解決すべき問題が残されていることが分かっ

特にCdやPbのような低沸点のものは、揮散してEP

灰として摘集されるか又は系外に排出されてしまうo

Eヂ灰として靖集されたものは再度、溶酎焼結処理

したとしても結局はEP灰として回収されることにな

るため、∈dやPbを捕集したEP灰ほ－現状でほコンク

リート酎ヒする以外に方法はないものと考えられるQ

さらに、溶融・焼結処理物も産業廃棄物とみなされ

るため4）、判定基準5）に合格しない場合にほコンクリ

ート酎ヒ処理6）して最終処分しなければならない0

そこで、現在、最も広く行われているコンクリート

固化による安定無害化の効果をみるため、下水汚酎

コンクリート固化について検討したので報告する0

2　実験方法

2・1　試料

実験に用いた下水汚泥ほ、都市終末下水処理場の老

水処理を行う際に、活性汚泥法処理一によって生じた戸

泥を真空脱水処理した脱水ケーキである0

コンクリート固化物は、この脱水ケーキをセメン
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等と混練し、養生したものである。

混練は、脱水ケーキ78乳焼却灰13％、セメント9％

の混合比率で、混練横を用いて混ぜ合わせている。処

理剤としてのセメントは、ボルトランドセメント70％、

7ルミナ24～25％、固化促進剤（シリカ）4～5％の

構成のものとなっている。

混練されたものほ、養生床（コンクリートのたたき）

に厚さ1．5～2mに敷きつめて3日間養生し、その後

トラックで埋立地に運ばれて処分される。

実験に供したコンクリート固化物は、養生床から採

取したものである。

2・2　方さ去

試料の調整、溶出試験、浸潰実験、分析方法などは

すべて前報3）と同様に行った。

3　試料の性状と溶出試験結果

下水汚泥の性状と各種溶出溶媒を用いた溶出試験の

結果を表1に、コンクリート団化物の場合については

表2に示した。

下水汚泥・コンクリート固化物とも、有害物質とし

てHg・Cd・Pb・As・mを含み、特にPbの含有量が高い

ものであった。また、司試料ともCa・Fe・Mg・ZⅣを多

く含んでおり、FeとCaの多いのは塩化第二鉄や石灰

による汚泥詞質が行われたためであり、さらにコンク

リート固化物ではセメントの添カロによりCaが極めて

高濃度となっている。

溶出液のpIi値は、中性溶媒による溶出試験（公定法

に規定される方法7）で陸上埋立の判定5）の際に摘要さ

れる。以下、「中性溶出法」という。）の場合は、両方の

試料ともその溶出液は強アルカリ性を示した。他方、

酸性溶媒で溶出試験（以下、「酸性溶出法」という。）

を行った溶出液はPH値の変動がなく酸性のままであ

り、酸性溶媒の緩衝効果が高いことが認められた。ア

ルカリ性溶媒を使った溶出試験（公定法7）で、海面埋

立・海洋投入処分の判定5）に摘要される。以下、「ア

ルカリ溶出法」という。）の場合は、溶出液がわずかに

アルカリ性側に傾く程度であった。

コンクリート固化処理することにより、一般にセメ

表1　　　下　水汚　泥　の　化　学　組　成　と　溶出　試験結果

（溶出量の単位は、pH・EC以外ほⅢg／且）

項　　　 目
含　 有　 量 （喝 ／ k g ） 酸　 性　 溶　 出　 法 中　 性　 溶　 出　 法 ア ル カ リ 性 溶 出 法

生　 汚　 泥 乾 燥 汚 泥 溶　 出　 量 溶 出 率 （％ ） 溶　 出　 量 溶 出 率 （％ ） 溶　 出　 量 溶 出 率 （％ 〕

含 水 率 （％ ） 8 0 ．5

2 0 　 0 ．0 0

J

0 ．0 0

p H 4 ．2 1 0 ．4 9 ．7

E C 〔u S ／克 m 〕 3 9 0 0 0 1 2 0 0 4 7 0 0 0

H g 0 4 1 ．8 0 ．0 0 8 0 ．0 0 0 0 ．0 0 0

C d 0 ．6 3 ，3 0 ．0 0 5 8 ．3 0 ．0 0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0

P b 2 7 1 4 0 0 ．1 2 4 ．4 0 ，0 2 0 ．7 4 0 ．0 0 0 ．0 0

C r 6 ＋ 0 ，0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0

A s 1 3 ．7 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ，0 0 0 ．0 0 0 ．0 0

C N 1 3 ．0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0

F e 7 6 0 0 3 9 0 0 0 3 2 0 4 2 0 ．1 0 0 ．0 1 0 ．0 4 0 ．0 0 5

M n 8 2 4 2 0 6 ．4 7 8 0 0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0

C u 6 2 3 2 0 1 ．5 2 4 0 ．2 9 4 ，7 1 ．1 1 8

Z n 5 1 0 2 6 0 0 2 0 3 9 0 1 3 0 ．2 5 0 ．3 6 0 ．7 1

N i 5 4 2 8 0 1 ．8 3 3 0 ．5 8 1 1 0 ．5 4 1 0

C r 3 4 1 7 0 0 ．6 7 2 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．1 0 2 ．9

C a 2 7 0 0 0 1 4 0 0 0 0 2 7 0 0 1 0 0 5 5 0 2 0 4 1 0 1 5

M g 1 6 0 0 8 0 0 0 1 3 0 8 1 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ，0 5 0 ．0 3

N a 3 0 0 1 5 0 0 3 0 1 0 0 2 4 8 0

K 3 8 0 1 9 0 0 9 ．0 2 4 1 ．9 5 ．0
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表2　下水汚泥コンクリート固化物の化学組成と溶出試験結果
（溶 出 量 の 単 位 は 、 p H ・E C 以 外 は 喝 ／ 且J

項　　 目

含　 有　 量 （喝 4 g） 酸　 性　 溶　 出　 法 中 睦 溶 出 法　Eヨ　 、 d ア ル カ い 隆 潜

、7　 旦　 溶 出 率 （％）胡ヨ　　　　 ーさ ル虔　 旦　　 け古 宿　 量 洛　 〉く　％ 、苓　　 里 硲　 ′く　び 宥　　 旦 谷　　　　 刀

含 水 率 （％）

p H

湿 重 あ た つ

6 6．6

且

4 ．2 1 1．8 8．5

E C （u現 m ） 4 0 0 0 0 2 0 0 0 4 8 0 0 0

H g 0 ．3 0 0．8 2 0．0 1 1 3 7 0．0 0 0 0．d o 0．0 0 0 0 ．0 0

C d 0．6 0 1，9 0．0 0 7 1 2 0 ．0 0 0 0．0 0 0．0 0 0 0．0 0

P b 5 7 1 7 0 0 ．1 7 3．0 0，0 1 0 ．1 8 0 ．0 1 0．1 8

C r 6 ＋ 0．0 0 0 ．0 0 0．0 0 0．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0

A s 2 5．5 0．0 0 0．0 0 0．0 0 0．0 0 0．0 0 0 ．0 0

C N 0．0 0 ．9 7 0．0 0 0．0 0 0．0 0 0．0 0 0．0 1

F e 1 6 0 0 0 4 8 0 0 0 5 1 0 3 2 0 ．0 0 0．0 0 0．1 4 0．0 0 9

M 王1 2 4 0 7 1 0 1 1 4 6 0．0 0 0 ，0 0 0．0 1 0．0 4

C u 1 7 0 4 9 0 4．5 2 7 0．5 2 3．1 2，0 1 2

Z n 5 9 0 1 8 0 0 2 6 4 4 0．0 2 0．0 3 1．3 2．2

N i 1 1 0 3 1 0 2．6 2 4 0 ．5 8 5 ．3 0．5 7 5．2

C r 1 5 0 4 6 0 1．5 1 0 0．0 0 0 ．0 0 0 ．6 5 4 ．3

C a 6 4 0 0 0 1 9 0 0 0 0 5 2 0 0 8 1 5 8 0 9．1 5 0 0 7 ．8

M g 2 1 0 0 6 2 0 0 1 7 0 8 1 0 ．0 0 0．0 0 0．2 2 0 ．1 0

N a 5 7 0 1 7 0 0 6 4　　　　 1 1 0 3 9　　　　　 6 8

K 8 7 〔1　　　 2 6 0 0 4 0　　　　　 4 6 1 5　　　　　 1 7

ントのCaによりpH値が高アルカリ性になるため、3価

クロムの6価クロムへの転換、シアン金属錯体の安定

化による溶出の増加、クロム水酸化物の再溶出がある

といわれる8〕が、本案簸では含有量が少ないこともあ

り、顧著な溶出の増加は認められなかったQ

下水汚泥の溶出試験で蒔け出す有害物質は－酸性溶

出撞で日g・Cd・Pbが、中性溶出法でPbがあったが、い

ずれも埋立判定基準を超えて溶出したものはなかったQ

また、有害項目以外の金属などほ酸性溶出法で溶出

しやすく、汚泥中に含まれるCaとⅣaのほとんどは溶

出してしまうことが分かった。

溶出溶媒の違いによる下水汚泥成分の溶出性をみる

と、Pb・m－CatMgは酸性側になるに従い溶出しやす

く、また、Bgイ兄・Mnは酸性溶出法でしか溶出しない

ことを示している。Cu・Cr・Znは酸性溶出法で良く溶

出するが、アルカリ溶出法によっても溶出したロ

コンクリート固化物の場合は、Pb・Ni・Caは下水

汚泥と同じく酸性になるに従い溶出しやすくなり、Hg・

cdは下水汚泥と同様、酸性溶出法でのみ溶出した0

ァ。・M。・C。・Z。・Cr。＼甘言は酸性溶出法で高く溶出

するが、アルカリ溶出法でもわずかに溶出することカ

認められる。

シアンだけはアルカリ溶出法でしか溶出しなかっナ

が、これは、酸性でほ空気中に揮散され易いことに」

るものと考えられる。

溶出試験結果から、下水汚泥のコンクリート固榊l

よる安定無害化の効果をみると、酸性溶出法で下水甲

羅から溶出する成分のうち、Hgだけほコンクt卜硝

化により溶出率が高くなったが、CdやPbをはじめ1

その他の成分での溶出は抑制されている0

中性溶出法の場合には－下水汚泥から溶出したす′

ての成分でコンクリート固化による処理効果があるこ

とを示している。また、7ルカリ溶出法では－下水宇

泥からは溶出しなかったPbがコンクリート画化した〔

とにより溶出するようになった0他の成分の溶出は宇

制されており、処理効果が認められる0
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4　浸着実験結果

4・1　浸漬・による溶出性と処習効果

下水汚泥を1年間、浸潰実験して得た結果を表3に

コンクリート固化物についてほ表4に示した。

中性溶出法では有害物質としてアbが溶出したが、中

性溶媒を浸潰液とした実験（以下、「中性浸漬法」と

いう。）では、下水汚泥からはHg・Cd・Pb・研が、

コンクリート固化物からほPb・CF6＋・CNが有害物質

として検出された。

中性溶出法で溶出した成分はコンクリート固化によ

り溶出が抑制されたが、中性の浸潰液に1年間、浸潰

した場合にはコンクリート固化によりCr6＋の溶出性

が高くなることが分かった。

酸性溶液に浸潰する実験（以下、「酸性浸潰法」と

いう。）の結果では、下水汚泥とコンクリート固化物

表3　　下水汚泥の浸潰による全溶出量とその溶出率
（溶 出 量 の 単 位 は 喝 ／ゼ）

酸 性 浸 潰 法 中　 睦 浸　 漬 法 ア ル カ リ性 浸 潰 法

溶 出 量 溶 出 率 （％） 溶 出 量 溶 出 率 （％） 溶 出 量 溶 出 率 （％）

H g 0．0 0 1 2．5 0．0 0 1 2．5 0．0 0 1 2 ．5

C d 0．0 6 9 9 0．0 0 3 5．0 0 ．0 0 2 3 ．3

P b 1．6 5 9 0．0 6 2．2 0 ．0 0 0 ■p O

C r 6 ＋ 0．1 1 3．1 0 ．0 0 0．0 0 0 ．0 0 0．0 0

A s 0．0 5 5 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 2 2 0

C N 0　0 1 1 0 0 ．0 4 3 5 0．0 6 5 5

F e 5 5 0 7 2 2 8 3 ．7 2 6 3．4

M n 6．0 7 3 0 ．2 7 3．3 0．4 4．9

C u 5 ．9 9 4 2．2 3 5 2．2 3 6

Z n 2 4 4 7 0．2 9 0．5 7 1．3 2．5

N i 0　9 8 1 7 0．6 4 1 2 0．5 1 9．4

C r 1．2 3 6 0．0 1 0．2 9 0．2 3 6．6

C a 2 7 0 0 1 0 0 6 9 0 2 6 1 1 0 0 4 2

M g 1 5 0 9 1 6．4 4．0 6．1 3．8

N a 2 9 9 5 1 9 6 3

K 7．2 1 9 7．1 1 9 2 2 5 7

衰4　　下水汚泥コンクリート国化物の浸潰による全溶出量とその溶出率

（溶出量の単位は喝／旦）

項　　　 目
酸 性 痩 潰 法 中 性 浸 潰 法 ア ル カ リ性 浸 漬 法

溶 出 量 溶 出 率 （宙） 溶 出 量 溶 出 率 （％ ） 溶 出 量 溶 出 率 （％）

H g 0 ．0 0 3 8 ．3 0 ．0 0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0

C d 0 ．0 6 1 0 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 3 5 ．0

P b 2 ＿6 4 6 0 ．0 2 0 ，3 5 0 ．0 5 0 ．7 9

C r 6 ＋ 0 ．1 0 0 ．6 3 0 ．0 1 0 ．0 7 0 ．0 0 0 ．0 0

A s 0 ．1 0 5 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 1 5 ．0

C N 0 ．0 3 0 ．0 3 0 ．0 1

F e 5 9 0 3 7 4 ．4 0 ．2 8 2 ．1 0 ．1 3

M n 1 1 4 5 0 ．0 8 0 ．3 3 0 ．1 9 0 ．7 7

C u 9 ．7 5 7 1 ．8 1 0 2 ．6 1 5

Z n 2 4 4 0 0 ．3 6 0 ．6 1 0 ．5 1 0 ．8 6

N l 2 ．0 1 ．8 0 ，4 3 3 ．9 b ．6 4 5 ．8

C r 3 ．2 2 1 0 ．0 1 0 ．0 7 0 ．5 8 3 ．8

C a 5 3 0 0 8 3 7 2 0 1 1 1 5 0 0 2 4

M g 1 3 0 6 3 0 ．0 6 0 ．0 3 0 ．5 4 0 ．2 6

N a 5 9 1 0 0 3 8 6 7

K 4 2　　　　　　　 4 8 2 8 3 2 6 9 8 0
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の両方から、分析したすべての有害物質が溶出し、鞄

とCNでは固化により、かえって溶出性が高まった0他

はコンクリート固化により溶出が抑制されることが分

かった。酸性溶出法ではEgに対する効果がなかっただ

けであるが、酸性浸漬法でほCNに対しても効果がない

ことを示している。

アルカリ性の溶液に浸潰した実験（以下、「アルカ

リ性浸漬法」という。）で溶出する有害物質としては、

下水汚泥からHg・Cd・As・CNが、コンクリート固化

物からほCd・Pb・As・CNが溶け出すことが分かった0

コンクリート固化により、Hg・As・CNの溶出は抑制

された（特にCNに対する溶出抑制効果ほ大きい。）が、

cdとPbの溶出率は高くなっており、これの処理勒果

ほみられなかった。

浸潰実験で溶け出す有害項目以外の金属等は、コン

クリート固化により大きく溶出が抑制されることが分

かった。

液性の違う浸潰液への、各成分の溶出性をみると、

下水汚泥に含まれるCd・Pb・Cr6＋・Fe・Cu・Ni・

Mgは酸性になるにつれて溶出しやすくなり、As・

Mn・Zn・Cr・Caは酸性及び7ルカリ性で溶け出すこ

とが分かった。他方、mほ、これらとは逆に、アルカ

リ性が強くなる程、溶出しやすいことを示している0

また、Hgは液性に関係なく清け出すものであった0

この下水汚泥をコンクリート酎ヒすると－Cr6＋と

Feは下水汚泥と同様、酸性になるほど溶出しやすか

ったが、Hgほ酸性の浸漬液にのみ溶出し、さらにCN

は下水汚泥とは全く逆に、酸性側になるほど溶出し易

くなった。

その他の成分も酸性の浸演液に良く溶出し、次いで

7ルカリ性のものに溶け出し易いことを示しているロ

ヰ・2　浸着実験によ毒経時酌な溶出濃度の変化

浸漬により、試料から溶出する各成分の経時的な濃

度の変化を、下水汚泥については図1に、コンクリー

ト固化物については図2に示した0

下水汚泥の中性浸潰法によると、浸潰液の円壬値は

約11前後で軽移しており－コンクリート固化物の場

合もほぼ同じようなpH値の変化を示し、1年間の浸

漬によっても高アルカリ性が続くことが認められた0

これは、Caの高濃度の溶出が続いているためである

と考えられる。

中性浸潰法におけるECの毎時変化は、下水汚泥と

コンクリート固化物とも変化のバラツキが大きいが、

1年後でも溶出する成分が多くあることを示している0

下水汚泥の酸性浸潰法から溶出してくる成分の経時

変化をみると、Fe・Mn・Zn・Cr・Ca・Mg・Na■K

は浸漬してすぐに溶出してしまうが、Cd－Pb・Cr6七

cu・Niは浸潰後かなりの時間が経過してから溶出し

てくることが分かった。＝gtAs・CNは溶出濃度が低

いため、明らかな変化パターンを把握することばむず

かしい。

中性浸潰法で下水汚泥から溶出してくるFe・Mn・

Na・Kは酸性浸潰法と同じく初期に溶け出してしまう

が、Pb・Cu・Ni・Caは浸漬後、大分時間か経過して

から溶出し、特にCu・Ni・Caほ浸漬してから1年を

経過しても溶出が続いている0

アルカリ性浸漬法の場合にもFe・Mn・Mgは浸漬初

期に溶出してしまうが、CuとCaは中性浸漬法と同じ

く1年後まで溶出が持続していた。

また、中性及びアルカリ性浸癌法でのCuと、中性

浸漬法でのNiは、浸漬後1年以上たってから溶出濃

度が高くなる傾向を示した0

その他の成分の経時変化は、中性及びアルか♪性浸

漬法とも溶出濃度が極めて低いために、経時的な変化

を良く把握することは困難であった0

他方、コンクリート国化物を浸潰したときの溶出震

度の程時変化をみると－酸性浸演法ではほとんどの成

分が浸清田始直後に溶出してしまうことを示していた

が、Cr6＋とCuは浸清濁始後1～3ケ月経過してから

溶出がはじまることが分かった0

中性及びアルカリ性浸潰法によりコンクリート閏化

物から溶出する成分の経時変化をみると、Fe・Mn・

zn・Kほ浸潰を開始してすぐに溶出することを示し、

さらに中隊浸潰法による翫及びアルカリ性浸清法での

Mgも同様であったoCu・Ni・Caは、浸潰開始後か

なりの時間がたってから溶出がばじまり、1年後も溶

出が続くことが分かる0その他の成分の置時変化は、

溶出濃度が低いために下水汚泥と同敵明確には言及

できないものであった。

5　考　察

有害物質を含む産業廃棄物をコンクリート固化によ

り安定無害化する方法は、現在、最も広く実尉ヒされ

ており、また、固化基準6十も定められている。

しかしながら、コンクリート固化処理には、CNや

cr6＋の固着がむずかしいことや、有機物の多い汚泥
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の圧縮強度が低くなったり、経年変化による固化物の

崩壊などによる有害物質の流出などの問題点が指摘さ

れている。また、この方法は固化によって体積と重量

が増加するために輸送や処分のコストが大さくなり、

特に、最終処分場の確保難から、廃棄物の減量化の促

進が重要な課題となっている現荏、この点からも不利

な方法であると考えられる。

他方、①セメントは比較的安価な固化剤であること

や混練という単純な操作で固化でさることなど、経済

性に優れていること、②溶融・焼結処理のように有害

物質の揮散がないこと、③固化が適切ならばセメント

水和物は物理的に安定性が高く、有害物質を長期にわ

たって固着できること等の利点かあるため、一般にコ

ンクリート固化が行われている。

コンクリート固化処理により有害物質が安定無害化

する機構は9）、①セメントの水和反応に伴う水酸化カ

ルシウムによって重金属イオンが水酸化物となって固

定される化学反応（水酸化物沈殿効果）、②共沈効果、

③水和生成物結晶構造中への重金属イオンなどの置換

効果、④水和生成物の表面における吸着、⑤次いで、

水和物結晶が構成する硬化体内部表面への吸着効果に

より有害物質を固定するものであるといわれている。

また、有害物質の固定機能としては次のことが報岩）

されている。

Hg‥‥・t…収着（表面吸着、内部表面への吸着〕。

Cd‥州‥■水酸化物沈毅効果。

PbtAs…水酸化物沈毅効果と吸着効果。

Cr6＋……イオン置換効果及び固溶効果。

CN軸＝…難溶性錯体形成（鉄塩による前処理必

要〕。

コンクリート固化に使用されるボルトランドセメン

トほ彗3CaO・SiO2同宿体、2CaO・SiO2固溶

体及び4CaO・Fe203　囲癖体を水硬性化合物として、

これに凝結遅延割として石こう（CaSO4事2日20）

を加えた粉末であり、一般に使用されている最も代表

的な材料である。

ところで、有害物質を含む産業廃棄物を中間処理し

て安定無害化を図った場合、それがどの程度効果的に

処理されたかを知るためには、処理する前の廃棄物と

処理生成物からの有害物質の溶出率を比較すれば良い

ことになる。しかし、ここで最も大きな問題となるこ

とは、溶出に使用する溶媒と溶出方法である。

環境庁の告示の方法7）では、陸上埋立した場合、降

雨により有害物質が環境へ溶出していくものと考えて、

蒸留水による6時間振とう法を採用して、産業廃棄物

から環境へ溶け出す有害物質の量を実験室的に予測し

ている。

ところが、腐敗性の有機物を多く含む廃棄物などと

埋立てられると、有機物の分解により生成する酢酸な

どの有機酸により、廃棄物と接触する水ほ大きく酸性側

に傾いたり、酸化還元電位の変化、土壌微生物の作用、

錯塩の形成など、実際の自然環境中におかれた場合の

廃棄物からの溶出性は極めて複雑であることが予想さ

れる。

そこで、下水汚泥をコンクリート固化したとさの安

定無害化の効果を調べるために、液性をかえて、6時

間振とうによる溶出試験を行うとともに、1年間の浸

漬実験をも行った。さらに、溶出試験と浸潰実験での

溶出性の遠い及び浸潰による経時的な溶出の変化につ

いても調べてみた。

実験に供した下水汚泥は有害物質としてHg・Cd・

As・CNを含み、これらは下水中の汚濁物質に含まれ

ていたものが濃縮されて、汚泥中に取り込まれたもの

である。

一般に、家庭下水のみを処理している下水処理場か

ら発生する脱水ケーキ中の重金属濃度は、工場排水が

入っている処理場のそれと比べると著しく低いといわ

れており、Cdで3ppm以下、Znで1500ppm、

Mnで400ppm、Cuで200ppm、Pbで50ppm、

Asで10ppm、Hgで0・5ppm、CTで30ppm、Ni

で20ppInであるといわれる。これと実験に使用した

ものとを比べてみると、EgとCrが少し高い傾向に

あるが、工場排水の流入はないもののようであった。

溶出試験鑑黒から、下水汚泥とコンクリート固イヒ物

に含まれる重金属などの溶出性をみると、コンクリー

＝司化物中のCNがアルカリ性溶出法で溶け出し易い

ことを除けば、一般には酸性溶出法で溶出することが

認められる。これほ、使用した酸性溶出液の緩衝効果

が高く、溶出試験を行っても溶出液は酸性に保持され

るため重金属等が溶出し易い結果となったものと考え

られる。

他方、公定法7）による溶出試験では溶出液のpH値

は大きく変動し、強7ルカリ性となったために重金属

等の溶出が起りにくくなったものと思われる。

次に、コンクリート固化処理の効果を溶出試験結果

からみると、下水汚泥はコンクリート固化により安定

無害化されたと大筋ではいえる。特に、公定法7）によ

る溶出試験では良好な処理効果があったことを示した。
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しかし、腐敗性の有機物を多く含む廃棄物と混合埋

立てされたりして、生成する有樺酸などによりp臼値

が低くなるようなことがあればHgの溶出が、また、

電解質を多く含むような状態のところにおかれた場合

にほPbが溶出してくることが予想された0

ところで、試料を1年間浸潰した場合についてみる

と、試料からの有害物質等の溶出性ほ、溶出試験の場

合と同様に、一般にほ酸性浸漬法で良く溶け出すこと

が分かった。下水汚泥に含まれるCNだけほアルカリ

性浸潰法で溶け出し易かったが、これもコンクリート

固化すると酸性側で溶出するようになることが認めら

れた。

浸潰実験結果から、コンクリート固化処理による下

水汚泥の安定無害化の効果についてみると、酸性の溶

液に浸漬した場合にはHgとCNが、また、ヰ性では

cr6＋が、アルカリ性ではCdとPbが、下水汚泥から

よりも高い溶出率で浸潰液中に溶け出しており、これ

らについてほコンクリート固化処理の効果は認められ

なかった。

以上のことから、溶出試験についてみても、公定法

だけで有害物質等の溶出性を把握することば困難であ

ることが分かる。さらに、浸潰実験を行った場合の結

果を溶出試験結果から推し量ることはむずかしく、廃

棄物から溶出する汚濁物質が環境へ与える影響を実験

室的に、どのような方法を用いて予測するかというこ

とば大きな問題であることを示している0

6　まとめ

下永汚泥をコンクリート固化処理した場合の安定無

害化の程度について、溶出溶媒を酸性、中軌アルカ

リ性として溶出試験及び1年間の浸遺棄験を行い調べ

た。その結果は次のとおりであった0

①　下水汚軌コンクリー憎化物ともに、中性溶

出法でほ含まれるCaが高濃度に溶出するため強

アルカリ性となったが、酸性溶出法では緩衝効果

が高く溶出によるp‡i値の変動はなかった0

②　このため、一般にほ酸性演出法で有害物質等が

良く溶出することが確認された0

③　溶出試験結果からコンクリート固化処理の効果

をみると、酸性条件では＝gが、7ルカリ性では

pbの溶出が抑制されないことが分かった0

④　浸漬実験の結果からは、酸性浸潰法でのHgと

cN、中性浸漬法でほCr6＋、アルカリ性浸清法

のCdとPbのコンクリート固化による処理効果か

認められなかった。

⑤　浸潰実験の場合も溶出試験のときと同じく－酸

性浸潰法で良く溶出しやすいことがみられたが、

下水汚泥中のCNはアルカリ僧服こなるほど溶出し

やすい傾向を示した。

⑥　浸潰実験による溶出濃度の経時変化は、溶出濃

度の高い酸性浸潰法で良く観察できた。ほとんど

の成分は浸潰直後に溶出してしまうことを示した

が、酸性浸潰法でのCr6＋、中性・アルカリ性で

のCa・Ni、またCuでほいずれの場合も、浸潰

してからかなり時間が経過してから溶け出しはじ

めることが分かった0掛こ、Caは酸性浸漬法で

は浸清閑始後すぐに溶出してしまうが、中性及び

アルカリ性浸潰法でほかなりの時間が経過してか

ら溶出が大きくなることを示した0
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